
予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費
	事業名　新 林業安全衛生対策強化支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　林政部　森林整備課　森林経営係　電話番号：058-272-1111（内3198 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   　16,106千円（前年度 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	-
	-
	-
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	要求額
	16,106
	0
	0
	0
	0
	0
	12,177
	0
	3,929

	決定額
	15,000
	3,464
	0
	0
	0
	0
	11,536
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成30年の林業における労働災害の発生頻度は全産業中で最も高く、全産業平均の9.7倍と極めて高い状況にある。
労働災害を減らすためには組織的な安全管理が必要だが、林業事業体が個々にどのような安全管理対策をとっているか不明なため、施策が立てづらい状況である。
労働災害の減少に向けて、林業事業体組織としての安全管理体制の見直しと、森林技術者の安全意識及び伐採技術を高める必要がある。
また、新規就業者の離職理由に労働災害が挙げられることも多く、森林整備を担う人材の確保のためにも、就業直後の森林技術者の定着を図る必要がある。

（２）事業内容

○林業安全衛生対策調査
　県内の全林業事業体に安全衛生対策に係るアンケートを実施し、傾向や労働災害発生率との相関等を分析するとともに、林業事業体自ら活用できる研修プログラムを作成する。
○林業安全衛生対策改善支援
　希望する林業事業体を労働安全コンサルタントが訪問し、安全衛生対策を診断し、改善策を林業事業体とともに作成する。
○安全な伐倒・集材技術実技講習会
階層別及び技能別に、森林技術者と経営者を対象に安全を重視した研修を開催する。
○岐阜県伐木安全技術評価会の開催
日本伐木チャンピオンシップ大会の上位入賞者を招いて、全国トップクラスの正確性と安全作業意識を兼ね備えた伐採技術の講習を行う。また講習終了後は、上位入賞者による参加者の実技評価会を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

県費 10/10
（４）類似事業の有無
労働安全巡回指導費補助金（林災防の労働安全指導員が素材生産等の現
場を巡回し、森林技術者を対象に安全指導を行う。）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	1,028
	選定委員等謝金（改善支援900、実技講習128）

	旅費
	438
	業務旅費

	費用弁償
	83
	選定委員等旅費

	備品購入費
	6,438
	伐倒等安全技術訓練機

	消耗品費
	393
	研修用丸太、資料、テキスト、封筒代等

	役務費
	4
	郵送料等

	委託料
	7,722
	調査1,600、実技講習1,250、技術評価会4,872

	合計
	16,106
	


	　決定額の考え方　

  事業内容を精査し、所要額を計上します。
　また、財源については地方創生推進交付金の充当を見込み計上します。



４　参考事項
（１）事業主体及びその妥当性

（事業主体）林業・木材製造業労働災害防止協会岐阜県支部

（事業主体の妥当性）労働災害防止団体法に基づき設立された林業・木材製造
業における労働災害の防止活動を行う唯一の団体
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　令和５年度までに、県下の林業死傷者数を年間50人以下とする。
　令和３年度までに、県内の森林技術者数を1,255人以上とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	県下の林業死傷者数

	68人
（H30）
	
	
	68人
（H30）
	50人
（R５）
	74％


	県下の森林技術者数
	940人
（H30）
	（H　）
	（H　）
	940人
（H30）
	1,255人
（R３）
	75％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	全国の死亡災害の高い割合を占めているかかり木処理作業に関する研修を受けることは、林業労働災害の未然防止につながり、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	長期的視点から、岐阜県における林業の死傷者数は減少傾向にあり、成果があがっているといえる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	現場で作業をしている森林技術者を対象に実技指導を行うことにより、安全な作業方法を学習することが可能である。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
岐阜県における林業の死傷者数は減少傾向にあるが、災害の撲滅に向けて、さらなる推進を図る必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

森林技術者一人一人に安全な作業手順を指導し、安全対策に対する意識の向上を図り、林業現場から災害の発生を撲滅させる。



（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	　なし
【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


